様式第１－１号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　　月　　日
公益財団法人　北九州産業学術推進機構　
理事長　松永　守央　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【提案者（代表）】
所在地

企業・団体名

代表者（役職・氏名）

コンソーシアム名（※１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡担当者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-MAIL   
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ad(電話番号,　　　　　)
事　業　計　画　書（DX推進補助金（DXサポート事業））
　北九州産業学術推進機構　DX推進補助金（DXサポート事業）の交付を受けたいので、次のとおり補助事業計画を提出（事業にかかる経費、補助金交付申請額等は別途申請フォームで申請）します。
	事業名
	

	事業概要
	

	これまでのＤＸ支援の取組み
	※初の取組みとなる場合は、ＤＸ支援に向けてどのような準備を行ってきたか。


	申請者が考える市内中小企業が抱えるDXに関する課題
	

	今年度計画
	申請する
プログラム名
	

	
	予定受講者数
令和６年度（１月まで）
	　　　　　　人
プログラム、講座ごとの受講予定者数を記載してください。

	
	プログラムの
概要
	・開催方式（リアルまたはオンライン）
・受講料（※補助対象でない場合の通常価格も併せて記入してください。）
・集客方法（※集客の実効性の確認用です）
など

	
	プログラムの
特長
	※類似プログラムとの違い、強みなど
※新規性・独自性。

※類似の支援が北九州市内で行われていないか。

※北九州市内中小企業対象とした支援内容となっているか。

	
	プログラムの
対象者
	※属性（経営者／現場リーダー向け／開発者向けなど）、プログラムの規模感（属性ごとの予定受講者数等）

	
	実施計画
	※いつ・誰が・どのように・誰を対象に・講座、プログラムごとの予定受講者数・どのくらいの期間、プログラムを実施するのかなど、できるだけ詳細に記載してください。貴社所定の様式で作成する場合は、「別紙参照」と記入してください。
10月：
11月：
12月：
1月：

	推進体制
	※推進責任者、経営者の関与、関係部署の関与など
	

	継続性

	受講予定者数
（令和５年）
	　　　　　　　　人
プログラム、講座ごとの受講予定者数を記載してください。

	
	翌年度以降の実施計画
	※審査基準に「次年度以降も北九州市で継続し、自走できるようなプログラムであるか。」としており、当財団としては数年にわたる継続プログラムであることを想定しています。

	
	一人当たりの経費とそれに対する捉え方
	※申請プログラムの総経費÷想定される参加人数で計算してください。また、それについて貴社がどのように捉えているのかご自由に記入してください。
①全体計画における総事業費（概算）　　　　　　　　　円（※Ａ）
※Ａ　事業規模全体の確認です。金額は概算で構いません。
②想定される参加人数　　　　　　　　　　　　　　　　人（※Ｂ）
③※Ａ／※Ｂ　≒
④上記考察（ご自由に記入して下さい。）



· 書ききれない場合は、複数の用紙に記載すること。
· 適宜、図や表を用いてわかりすく記載すること。
【参考　審査基準】
	大項目
	審査基準

	これまでの実績
	これまでどのようなＤＸに関する支援を行ってきたか。

また、どのような実績を上げてきたか。

	全体計画
	北九州市内の中小企業がＤＸを進めていく上での課題を把握しているか。また、どのように解決するかが明確になっているか。

	
	サポート計画は上記の課題を解決し得るものとなっているか。

北九州市内中小企業を対象とした支援内容となっているか。

	
	特定のサービスやソリューションの提供ありきではなく、長期または短期で企業の変革を支援する内容であるか。

	体制
	適切な経験を有するものが携わる体制となっているか

	
	支援スケジュールは妥当か。

	継続性
	次年度以降も北九州市内中小企業を対象として継続し、自走できるようなプログラムであるか。

	新規性・独自性
	支援内容は北九州市内において新規性・独自性があるか。

類似の支援が北九州市内で行われていないか。


３　コンソーシアム構成員（コンソーシアムの場合のみ記載）
	コンソーシアム構成員（コンソーシアムの場合のみ、コンソーシアム構成員を記載）

	企業名
（本店都道府県・市町村）
	代表者 役職・氏名
	本件での役割と適性根拠

	
	本件担当者 役職・氏名
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


４．補助金を申請するにあたっての確認事項
　　以下のことに同意したうえで補助金申請をしてください。
· 補助金額の確定においては、実施計画に定めた達成指標の結果を得ることが条件です。（指標未達の場合は、関連経費を減額します。）

· 補助対象期間（１月末まで）に、予定していた講座を実施しなかった場合や受講人数が受講予定人数の５割に満たない講座については、その対象講座の講師料、会場費の経費の全額を減額します。

· 予定していた講座の一部を補助対象期間（１月末まで）に実施しない場合、人材育成カリキュラム開発費、企画費、広告費、その他経費について講座の開催状況に応じて、減額する場合があります。
· 補助対象期間（１月末まで）に、予定していた講座の全てを開かない場合や開設した全ての講座の合計受講人数が申請書記載の予定受講者数の５割に満たない場合等、申請した内容と大幅に乖離がある場合は、全額補助対象外となります（補助金の支給は致しません。）。

· 災害等、事業者の責めに帰すことのできない理由、又は正当な理由により指標未達に至った場合はその係る経費に関しては、減額とはなりません。

· 採択事業者は令和６年度の成果報告を令和７年４月までに行う必要があります。

· 本事業は、採択事業者が本市内において次年度以降も継続して実施するものに対して補助を行うものであることから、申請された全体計画に基づいて、次年度以降も必要な成果報告を実施してください。成果報告をしない場合や事業計画と大幅に乖離がある場合は補助金の返還を求める場合があります。
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